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立過程について,下院における第二回および最終審 『フランス共和 国官報 aiiceJourna( l0ff ldel
議の概要を示 し,そこで展開された議論の特徴につ )ira asenciqul
bpu
'Re eF 』掲載の議会議事録を史料




の主要目的がそこに置かれていた点をあきらかにし た資質 6tilqua( )の内実 - すなわち,改革主体が
た｡また,法案報告者ポール ･ベール ;.Ber( tP その改革をとおしてあらたな教員に期待 した資質の
6881-3381 )によって,師範学校における教員養成 内実 - の解明という観点から,注目される言説を
ll.
の特色 として,教授法 -｢教える｣方法に関する 中心に紹介と検討を行なうこととしたい｡ 
教育の存在が強調されていた点をあきらかにするこ
本論 - 781 9年師範学校設置法成立過程 :その 4とで,この時点における改革立案主体にとって,こ
の教授法の教育とそれをとおしての ｢教える｣方法
8の習得ならびに向上という点が,新たな,すなわち 下院で可決された師範学校設置法 (莱)は,1
世俗的な教員に必要な ｢資質 )6tilqua( ｣の内実と 年 3月22日に,上院に提出された｡ すでにみたよ
して認識さらに強調されていたことを指摘 した｡こ うに,その法案は下院において,かなり修正された
の法案は,第 1条の一部修正 一 二つの県による師 ものであった｡上院では,ただちに法案検討委員会
範学校の共同設置を許可する条項の追加 - された が設置され,委員会内での法案審議が行なわれ,お
)4(iquelR bepu色melT iitttueursenarosi d l ionesnsF tormaRf dleormeeai lasura
700
Ess




Dv nois 3tyUi inversayaiond tucah lcoooG d trauaiond tucaESh lcoof
uONOUE 













































できるだろう｡ その場合 ,県は,県会に関する 
1871年 8月 10日の法律第 89条および第 90条の規定
にしたがって実施することとなろう｡
第 2条 一 初等師範学校の設置および年間維持の
費用は,県に対する義務的経費となる｡
第 3条 一 初等師範学校の賃貸料,動産および建
物維持の経費は,1871年 8月 10日の法律第 60条お
よび第 61条に示す条件において,通常予算の財源
に計上される｡
第 4条 一 初等師範学校の年間の学校 (教育)関
係経費は,初等教育事業に関わる特別税 (lescen-
times)(4'によってまかなわれる｡ 県の予算への正






年 3月 15日の法律第 40条第 4段落に定める条件に
おいて,補助金を認可することができる｡









































で あ っ た ｡ 委 員 会 は, 委 員 長 の フ ル イ ラ 
(Ferrouilat),委員として,書記と報告者をつとめ
るロンジヤ (Ronjat),ほかに, ド･ロジュール 
(deRoziらre),ムラン (Melin), ド･パリウ (de 
Parieu),フシェ ･ド･カレイユ (Foucherde 
Careil),ド･ヴァンタロン (deVentaron),シェス












































































































批判について引用し,さらに制定されたフアルー法 6tiapaceb tdec )は,それ




学区 (アカデミー)評議会の指定する小学校におい なあらゆる資質 t toue
( sq
 uneiaresec6tilua sn ess a















期間を限定すること,であった ( i lsone
向上されるのである その教育は,師範講座ロンジャの報告は,しかしながら,こうした ｢試 ｡
-職業的)な教育によってのみ,獲得され,｡'10
les(




















が足 りないだけでな く,教育学 のものの具体的内実に言及してはいない｡ただ,そ
れを教育 (資質の獲得と向上)することができるのiqdagog6p ue)の観点からも,ものたりないままな
のである｣とするのである(lJ｡報告の示すこの二 が師範学校であることを強調するに,とどまってい
点,すなわち,女子教員の数量的な不足,ならびに る｡ そして,｢こうした考察が,本法案の原理 (原













なのである｣と (12)｡こうした現状すなわち女子教 こう｡ 
員の数量的な不足を根拠に,報告はとくに女子の師 (1) 本法案は,修道会の教育の廃止を目指すもの
範学校の必要性を主張するのである｡ その後,｢師 だ｡教育の自由を侵害するものである｡ 
範学校の設置は,もうひとつ別の,たい-ん強い理 (2) 女子教員は充足されている｡ むしろ,過剰で
由によっても,正当化される｣として,第二の点に さえある｡ もし増員するとしても,師範講座を























































































































































































































う ･･ ･ (右 翼 か ら,『そ の とお り !』 の



















































の日の審議は終了する｡ 翌日 7月30日に再開されF( )が反対の演説を行









































｢われわれは,家庭が (いまも)その存続を求め を,順をおって示そう (8)｡2

)であった｡｢法案に反対す























































てはいたのだが,当時にあってはこれを義務づける それは ｢教員志願者 le(
)kuxe( ｣のために取得しているにしことはできなかったのである｡ 多くは ｢道楽 
が,1





 たい-ん多 くの免状取得者が (修道会の学校から年のフアルー法によって妨害された｡｢宗
la(
ても批判が高まり,ごく少数ながらも閉鎖においこ )6
tilqua ｣は,どうなのか ? 諸君の免状取得者た














家庭 における女子の教員 とす ることが なけれ か ? それは,学習 dtues
6
( -勉強)の証明書で
ば ･･･中略 ･･･不備となり,何もなくなってし しかない｡それが,女子の教員を形成するわけでは
まう｣ということが,同時に理解されたのである, ないのだ｡すなわちそれは,学んだ勉強を証明する
と｡ このような歴史的素描 - それは,ギゾ一法を のであり,道徳的かつ職業的 eionnfpro( ess el -
もちだして,法案の歴史的正統性をはかろうとする 専門的)な資質 dtueitap( - 適性)を証明するわ













きない !の野次) ･･･粘 り強い実践,長期にわた
志願者)の場合,居住地また都市から離れたがらな る実習 ap( issagetpren )によってのみ,獲得される





｢卓越した人物によって権威づける｣ために,当時 故,教員免状を必要とされているのか ?｣と ( '｡




































































た,教員養成改革の要となる師範学校における教育, d iagogque6tnpiensegneme )が,たいへんよく機能
教員養成の教育に,｢教える技術｣さらに ｢子ども している｡ それは,二年間継続される｡ 教育実践の
に関する学問｣を期待していること,それを師範学 訓練をすることができるように,これらの学校には,
校の特色として強調していることがわかる｡ このこ 付属学校が付設されているのである 一 右翼か
とはまた,すでに確認したように,下院で法案検討 ら:師範講座にもある ! 左翼から:ない,ない,
委員会報告者をつとめたポール ･ベール P;.
Ber,






ことから,こうした ｢教える技術｣さらに ｢子ども 家でないのは,当然だ｡査察もないのだ (右翼か
を,すべて逆さにしてみたまえ,師範講座となるこ
｡ら :それは,完全 な誤 りだ !)
改革立案 ･推進主体に共通して期待した師範学校の 略 ････師範講座では,期末,学年末の試験もな
に関する学問｣が,師範学校設置すなわち教員養成 ････中
































































に関する考察 (3) - 1879年師範学校設置法の
成立過程 :その 3-｣『岡山大学教育学部研究集
録』第 136号,2007年,11月,参照｡ 
(2 oma jiild aR'ulqeFanas) Ju l0fce el epbiu r cie
 
(以下,J 0 u3Avrl17,pp.87
















に - ｣,山本圭一 (編)『フランス第三共和政の
研究』,有信堂,昭和 41年,9-11頁,参照｡ 
(3) ここに登場する公教育高等評議会 (Conseil 
su6iu elisr to ulqeprerd 'ntucinpbiu)は,フアル
ー法 (1850年 3月 15日の教育に関する法)の定
めた,中央教育行政に関わる審議会｡本法案の審
議の直前に,いまだ不安定な共和政下で改革がな





根 悟 (監修)『世界教育史大系 10フランス教育
史 Ⅱ』講談社,昭和 50年,122-123頁｡なお,こ
の歴史的評価は,現在もそのまま踏襲されている
ようである｡ 小野田正利 『教育参加と民主制 -
フランスにおける教育審議機関に関する研究-』
風間書房,平成 8年,76-77頁｡ 

















































































































































































































































































規定した 1 ) I





















































(編)『フランス教育専門用語集 一 総編 
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